
【
歳
入
】

　

歳
入
減
少
の
主
な
要
因
と
し
て
、

平
成
28
年
度
か
ら
引
続
き
実
施
し
て

い
る
熊
本
地
震
及
び
豪
雨
に
係
る
災

害
復
旧
事
業
等
に
つ
い
て
、
そ
の
財

源
と
な
る
国
庫
支
出
金
が
９
３
７
５

万
２
千
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
が
、

県
支
出
金
は
２
億
５
５
２
３
万
円
の

減
少
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
他
、
諸

収
入
が
災
害
復
旧
事
業
の
過
年
度
収

入
等
に
よ
り
２
億
９
３
３
５
万
７
千

■人件費
　1,882,616千円（13.8％）

■扶助費
　1,367,034千円
　（10.1％）
■公債費
　949,259千円
　（7.0％）

■公債費
　949,259千円
　（7.0％）■物件費

　1,761,851千円
　（13.0％）

■物件費
　1,761,851千円
　（13.0％）

■維持補修費
　66,246千円（0.5％）

■補助費等
　1,863,565千円
　（13.7％）

■補助費等
　1,863,565千円
　（13.7％）

■投資・出資金・貸付金
　1,800千円（0.0％）

■繰出金
　1,297,767千円
　（9.5％）

■積立金
　92,525千円（0.7％）

■投資的経費 4,312,204千円（31.7％）
　　普通建設事業 1,774,713千円（13.0％）
　　災害復旧事業 2,537,491千円（18.7％）

義務的経費

■議会費 90,953千円（0.7％）

千円
％

■総務費
　1,690,064千円
　（12.4％）

■民生費
　3,038,999千円
　（22.4％）

■民生費
　3,038,999千円
　（22.4％）

■衛生費
　943,180千円
　（6.9％）

■衛生費
　943,180千円
　（6.9％）

■農林水産業費
　1,350,660千円
　（9.9％）

■商工費
　519,318千円（3.8％）

■土木費
　1,330,958千円
　（9.8％）

■土木費
　1,330,958千円
　（9.8％）

■教育費
　748,781千円
　（5.5％）

千円
％

■災害復旧費
　2,489,282千円
　（18.3％）

■公債費
　949,259千円
　（7.0％） ■諸支出金 92,525千円（0.7％）

■消防費
　350,888千円
　（2.6％）

【
歳
出
】

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
普
通
建
設
事
業

費
が
対
前
年
度
比
６
億
３
３
８
０
万

８
千
円
の
減
と
な
り
、
災
害
復
旧
事
業

費
は
平
成
28
年
災
害
等
の
繰
越
事
業

も
含
め
３
億
８
４
０
８
万
円
の
増
と

な
り
ま
し
た
。

　

公
債
費
に
つ
い
て
は
、
借
入
残
高
が

減
少
し
て
い
る
こ
と
に
伴
い
８
７
８

３
万
７
千
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

財
政
分
析
指
標

　

本
町
に
お
け
る
財
政
分
析
指
標
は

表
の
と
お
り
で
す
。
こ
の
う
ち
財
政

の
弾
力
性
を
示
す
「
経
常
収
支
比
率
」

は
84.3
％
と
前
年
度
よ
り
2.4
ポ
イ
ン
ト

低
下
し
ま
し
た
（
前
年
度
86.7
％
）。
こ

の
指
標
は
、
数
値
が
高
い
ほ
ど
財
政

が
硬
直
化
し
て
い
る
こ
と
を
表
し
、

経
常
的
な
収
入
が
増
加
し
、
義
務
的

な
支
出
が
減
少
し
た
り
す
る
と
低
下

し
ま
す
。

　

令
和
元
年
度
に
お
い
て
は
、
経
常

的
な
一
般
財
源
が
前
年
度
に
比
べ
て

５
９
９
６
万
７
千
円
減
少
し
ま
し
た
。

地
方
交
付
税
や
臨
時
財
政
対
策
債
の

減
少
が
主
な
要
因
で
す
。
一
方
、
義

務
的
な
経
費
も
２
億
２
４
４
７
万
６

千
円
減
少
し
ま
し
た
。
職
員
数
の
減

に
よ
る
人
件
費
の
減
少
や
借
入
の
抑

制
に
よ
り
公
債
費
が
減
少
し
た
た
め

で
す
。

健
全
化
判
断
比
率
と

　
　
　
　
　

資
金
不
足
比
率

　

健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比

率
は
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健

全
化
に
関
す
る
法
律
」
に
よ
る
も
の

で
、
表
の
と
お
り
で
す
。
こ
れ
は
収

支
に
お
い
て
、
解
消
が
困
難
な
大
幅

な
赤
字
と
な
っ
て
い
な
い
か
、
町
の

財
政
規
模
に
比
べ
て
過
大
な
町
債
を

抱
え
て
い
な
い
か
な
ど
を
見
る
も
の

で
す
。
本
町
は
い
ず
れ
の
指
標
も
基

準
値
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
指
標
が
基
準
値
を
超
え
る
場

合
は
、
財
政
健
全
化
計
画
の
策
定
が
必

要
に
な
っ
た
り
、
町
債
の
借
入
れ
に
つ

い
て
制
限
を
受
け
る
な
ど
、
自
主
的
な

財
政
運
営
が
難
し
く
な
り
ま
す
。

■町税 1,201,456千円（8.5％）
　　町民税 461,601千円
　　固定資産税 586,520千円
　　軽自動車税 71,456千円
　　町たばこ税 80,422千円
　　入湯税 1,457千円

■その他 726,314千円（5.1％）
　　分担金・負担金 85,062千円
　　使用料・手数料 96,381千円
　　財産収入 67,473千円
　　寄附金 51,516千円
　　諸収入 425,882千円

■繰越金
　394,088千円（2.8％）

■各種譲与税等
　587,819千円（4.2％）

■県支出金
　2,452,027千円
　（17.3％）

■県支出金
　2,452,027千円
　（17.3％）

■町債
　580,550千円（4.1％）

■繰入金
　122,970千円
　（0.9％）

■地方交付税
　5,682,645千円
　（40.2％）

■地方交付税
　5,682,645千円
　（40.2％）

■国庫支出金
　2,385,118千円
　（16.9％）

■国庫支出金
　2,385,118千円
　（16.9％）

自主財源
2,444,828千円
17.3%

依存財源
11,688,159千円

82.7%

性質別経費

目的別経費

141億3,298万7千円

135億9,486万7千円

一般会計 歳入総額

一般会計 歳出総額

円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
が
、
町
債

は
借
り
入
れ
を
抑
え
た
こ
と
で
１
億

８
３
９
５
万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し

た
。

　

ま
た
、
地
方
交
付
税
は
、
普
通
交
付

税
が
段
階
的
に
縮
減
さ
れ
る
合
併
特

例
の
措
置
に
よ
る
減
と
特
別
交
付
税

の
減
に
よ
り
６
５
３
４
万
３
千
円
の

減
少
と
な
り
ま
し
た
。
合
併
特
例
の
縮

減
は
、
平
成
27
年
度
か
ら
令
和
元
年
度

ま
で
の
５
年
間
で
行
わ
れ
ま
す
。

令和元年度

決算
問合せ先　総務課財政係　☎72－1111

令和元年度　特別会計等決算　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
歳　　　入 歳　　　出

国 民 健 康 保 険 2,661,434 2,498,354

後 期 高 齢 者 医 療 243,742 240,286

介 護 保 険 2,972,939 2,886,931

国 民 宿 舎 83,721 73,209

簡 易 水 道 556,486 545,876

水 道 事 業
（収益的） 　81,010（収益的） 　76,562

（資本的）　　10,978（資本的） 　41,232

病 院 事 業
（収益的） 　995,897（収益的）1,033,251

（資本的） 　32,199（資本的）　　58,649

財政分析指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（単位：千円、％）
区分 H27 H28 H29 H30 R1

地 方 債 現 在 高 8,975,055 9,087,239 8,800,831 8,587,138 8,266,464
基 金 残 高 2,503,404 1,697,116 2,006,212 2,558,335 2,623,859
う ち ふ る さ と
応 援 基 金 残 高 88,961 59,023 110,707 122,458 111,995

歳 入 総 額 12,985,378 16,084,378 15,554,689 14,540,558 14,132,987
歳 出 総 額 12,472,332 14,825,901 14,450,909 14,076,470 13,594,867
歳 入 歳 出 差 引 513,046 1,258,477 1,103,780 464,088 538,120
実 質 収 支 293,265 360,328 680,739 135,043 257,325
実 質 単 年 度 収 支 △ 291,370 △ 842,325 171,386 △ 470,702 165,211
標 準 財 政 規 模 8,130,275 7,740,829 7,441,964 7,242,622 7,115,300
財 政 力 指 数 0.197 0.200 0.204 0.209 0.214
実 質 収 支 比 率 3.6 4.7 9.1 1.9 3.6
経 常 収 支 比 率 84.9 83.2 88.8 86.7 84.3
※平成 30 年度までは住宅新築資金等貸付事業特別会計が含まれます。

健全化判断比率と資金不足比率（単位：％）

区　　分
本町の
比 率

早期健全
化 基 準

財 政 再
生 基 準

実 質 赤 字 比 率 － 14.01 20.00
連結実質赤字比率 － 19.01 30.00
実質公債費比率 4.8 25.00 35.00
将 来 負 担 比 率 16.6 350.00

公営企業におけ
る資金不足比率

本町の
比 率

早期健全
化 基 準

水 道 事 業 会 計 －

20.00
病 院 事 業 会 計 －
簡易水道特別会計 －
国民宿舎特別会計 －

　歳出の目的別分類は、行政活動のどの分野にどれだけ
の経費が投入されているかを見るものです。
　歳出決算を性質別に分類すると、義務的経費と任意的経
費に分けられ、任意的なものに投資的経費が含まれます。

※実質収支及び連結実質収支等が黒字である場
合はそれぞれの比率は「－」で表示されます。

　令和元年度決算のあらましについてお知ら
せします。
　令和元年度一般会計の歳入総額は、141億
3,298 万 7 千円、歳出総額は135 億 9,486
万 7千円でした。平成30年度と比較すると、
歳入は４億292万5千円の減（対前年比2.8％
減）、歳出は４億7,695万7千円の減（3.4％減）
となりました。
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事　　　　業　　　　名 事業費（千円）
【総務費】
地籍調査事業（実施面積 23.18㎢） 243,826
コミュニティバス運行事業 136,250
地域づくり対策事業（自治振興区助成金等） 34,660
公衆無線ＬＡＮ環境整備事業 14,204
熊本地震復興基金交付金（基本事業分（被災宅地復旧支援事業等） 71,036
熊本地震復興基金交付金（創意工夫分（防災情報発信強化事業等） 23,982
【民生費】
プレミアム付き商品券事業（非課税・子育て世帯対象） 9,299
子ども医療費助成事業（16,944 件） 34,203
出産・誕生祝い金事業（60件） 4,770
老人クラブ活動助成事業（連合会・単位老人クラブ 58） 10,350
敬老祝い金事業（213人） 2,280
【衛生費】
健康診査事業（延べ 21,539 人） 57,035
浄化槽設置整備事業（53基） 21,821
塵芥処理事業（小峰クリーンセンター） 196,840
山の都エコライフ支援事業（太陽光発電システム、住宅用薪ペレットストーブ等設置費補助金） 2,495
カーボン・マネジメント事業（清和支所及び蘇陽総合行政センターの照明・空調等省エネ設備導入等） 64,821
【農林水産業費】
農林業近代化施設整備事業 160,125
中山間地域等直接支払制度事業（166協定） 334,904
多面的機能支払交付金事業（25組織） 202,033
環境保全型農業直接支援対策事業（23団体） 12,961
山都町農業後継者就農交付金（11名） 5,500
山都町農産物ブランド化推進事業（地方創生推進交付金事業） 8,686
有害鳥獣捕獲事業（捕獲隊助成金等） 69,688
山都町森林整備事業（間伐・造林・下刈等） 10,000
【商工費】
八朔祭大造り物小屋整備事業 24,642
観光施設運営・支援事業（９施設） 82,625
山の都地域しごと支援事業（地方創生推進交付金事業） 10,990
【土木費】
町道維持工事（24路線） 60,093
道路新設改良単独事業（３路線） 24,905
地方創生道整備推進交付金事業（６路線） 212,153
大矢野原演習場周辺民生安定事業（２路線） 183,653
社会資本整備総合交付金事業（道路改良、橋梁補修、トンネル補修等） 442,961
【消防費】
非常備消防費（火災予防・消防団活動事業） 56,545
消防施設費（小型動力ポンプ積載車等整備事業） 15,250
【教育費】
学校教育施設整備費（小学校５校、中学校３校） 28,174
矢部高校応援事業（入学支度金、教科書助成等） 14,348
総合体育館施設整備事業（建設予定地測量業務委託等） 32,194
【災害復旧費】
農林水産施設災害復旧費（農業施設・林業施設） 1,347,050
公共土木施設災害復旧費（道路・河川） 1,007,010
文教施設災害復旧費（重要文化財） 135,222

 令 和元年度　　主　要　事　業    令和元年度　国民健康保険特別会計決算  
　

令
和
元
年
度
の
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
の

決
算
状
況
は
、
歳
入
が
26
億
６
１
４
３
万
円
、

歳
出
が
24
億
９
８
３
５
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

歳
入
、
歳
出
差
し
引
き
残
額
１
億
６
３
０
８
万

円
の
う
ち
、
一
部
を
国
保
財
政
調
整
基
金
に
積

み
立
て
、
残
額
を
令
和
２
年
度
に
繰
越
し
ま

し
た
。

　

国
保
事
業
に
要
す
る
費
用
は
、
保
険
給
付
費

（
医
療
費
、
療
養
費
等
保
険
給
付
に
必
要
な
経

費
）、
国
保
事
業
費
納
付
金
、
保
健
事
業
に
要
す

る
経
費
、
事
務
的
経
費
に
大
別
さ
れ
ま
す
。
こ

れ
ら
の
費
用
は
、
主
に
、
被
保
険
者
が
負
担
す

る
保
険
税
（
５
億
２
９
５
０
万
円
：
対
前
年
度

比
1.7
％
増
）、
県
支
出
金
（
18
億
７
３
９
７
万

円
：
対
前
年
度
比
2.6
％
増
）、
一
般
会
計
繰
入
金

（
１
億
７
５
９
９
万
円
：
対
前
年
度
比
7.6
％
減
）

等
で
賄
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

歳
出
の
約
７
割
を
占
め
て
い
る
保
険
給
付
費

（
医
療
費
等
）
は
、（
17
億
９
８
３
３
万
円
：
対

前
年
度
比
4.4
％
増
）、
ほ
か
主
に
国
保
事
業
費
納

付
金
（
県
へ
納
付
）
は
、（
６
億
６
７
２
５
万
円
：

対
前
年
度
比
5.4
％
減
）、保
健
事
業
費
（
健
診
等
）

は
（
２
１
５
１
万
円
：
対
前
年
度
比
1.8
％
減
）

で
す
。

　

山
都
町
で
は
国
保
財
政
運
営
の
健
全
化
に
向

け
、
医
療
費
の
抑
制
や
被
保
険
者
の
健
康
の
保

持
・
増
進
の
た
め
、
特
定
健
康
診
査
事
業
を
住

民
健
診
や
節
目
健
診
と
一
体
的
に
実
施
し
、
増

加
す
る
生
活
習
慣
病
や
重
症
化
予
防
に
取
組
ん

で
い
ま
す
。

～歳入歳出決算状況～

諸収入
10,614千円
0.4％

国民健康保険税
529,509千円
19.9％ 使用料及び手数料

137千円
0.0％

保険給付費
1,798,338千円
72.0％

国民健康保険事業費納付金
667,257千円
26.7％

共同事業拠出金
0
0.0％

保健事業費
21,510千円
0.8％

基金積立金
150千円
0.0％

諸支出金
2,075千円
0.1％

総務費
9,024千円
0.4％

県支出金
1,873,975千円
70.4％

国庫支出金
1,497千円
0.1％

財産収入
150千円
0.0％

繰入金
175,991千円
6.6％

繰越金
69,561千円
2.6％

【歳入】【歳入総額 2,661,434 千円】

【歳出総額 2,498,354 千円】 【歳出】

問合せ先　健康ほけん課　国保年金係　☎ 72-1295
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〜
国
民
健
康
保
険
の　
　
　

　
　
　
　
　

加
入
状
況
〜

　

令
和
元
年
度
の
国
保
世
帯
数
は
、
令
和
元
年

度
平
均
で
２
７
９
０
世
帯
と
な
り
、
前
年
度
よ

り
１
１
３
世
帯（
3.9
％
）の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
被
保
険
者
数
は
、
令
和
元
年
度
平
均
で

４
７
８
９
人
と
な
り
、
前
年
度
よ
り
２
２
５
人

（
4.5
％
）
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

本
町
の
３
月
末
人
口
（
１
万
４
５
６
０
人
）

に
占
め
る
国
保
加
入
者
の
割
合
は
、
32.9
％
と
な

り
年
々
減
少
し
て
い
ま
す
。

〜
一
人
当
た
り　
　
　
　
　

　
　
　

医
療
費
と
国
保
税
〜

　

令
和
元
年
度
に
お
け
る
一
人
当
た
り
の
医
療

費
は
44
万
47
円
で
、
一
人
当
た
り
国
保
税
は

10
万
９
８
５
２
円
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
本

町
の
国
保
加
入
者
数
は
５
年
間
で
１
２
４
１
人

減
少
し
て
い
ま
す
。

　

被
保
険
者
は
年
々
減
少
傾
向
で
す
が
、
医
療

費
は
前
年
度
よ
り
約
８
７
４
０
万
円
（
5.2
％
）

増
加
し
、
一
人
当
た
り
医
療
費
も
年
々
増
加
し

て
い
ま
す
。

　令和元年度末における基金保有額は２億 3400
万円です。今後も高齢化による医療費の増加が見
込まれる中、一定額の基金を確保していくことが
重要になっていきます。

◆医療費の適正化のために
①かかりつけ医を持ちましょう。
②救急でない休日、夜間の受診や重複受診は避
けましょう。

③小児救急電話相談を利用しましょう。
　（＃8000）
④ジェネリック医薬品を利用しましょう。
⑤生活習慣改善(バランスの良い食事、適度
な運動・睡眠、口腔の手入れ）に取り組み
ましょう。

◆特定健診・特定保健指導を受けましょう
　対象者（40歳以上75歳未満の国保の被保
険者）の方は、年に1回必ず受診して、ご自分
の健康管理に役立てましょう。
◆第三者行為でけがや病気をしたときは
国保に届出をしましょう
　交通事故などの第三者行為にあったとき
は国保でお医者さんにかかることができま
すが国保への届出が必要です。（国保が使え
ない場合もありますのでご注意ください）
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【基金の推移】

【国保世帯数・被保険者数の推移】【一人当たり医療費と国保税の推移】

  令和元年度　国民健康保険特別会計決算  
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